
MIRARTHホールディングスは、持続的な成⻑の促進、迅速かつ柔軟な経営判断ができる体制の構築を図るとともに、さ

らなるガバナンスやサステナビリティ経営の強化を図ることが必要不可⽋と捉え、2022年10⽉に持株会社体制へ移⾏い

たしました。

また、「不動産総合デベロッパー」としての枠を超え、より広い視点から「サステナブルな環境をデザインする⼒で、⼈

と地球の未来を幸せにする。」というOur Purpose（存在意義）を新たに掲げ、これまで以上にESG経営の強化、積極

的なサステナビリティ活動を展開しています。

当社グループが新築分譲マンションの販売・管理といった不動産事業だけでなく、エネルギー事業やホテル事業、街づく

り・都市再開発、アセットマネジメント事業など、幅広い事業領域で環境に配慮した経営を⾏っている近年の取り組みに

は感⼼するものがあります。とりわけ、⾏政や自治体との協⼒を通じて総合的な環境への貢献を⾏っていることは大いに

評価したいところです。

具体的な取り組みについては、取締役会や経営会議、各種委員会での報告・議論がなされておりますが、私はより理解を

深めるため、当社が参画する開発プロジェクトの⼯事現場やモデルルームへの訪問、マンション用地の仕⼊れから建築・

販売までのそれぞれの担当者との対話を通じ、各担当者がその持ち場で熱⼼に業務に取り組んでいる様⼦を⾒てまいりま

した。

特に印象に残っているのは、モデルルームの営業担当者の「モデルルームに来場される⽅は幸せな⼈ばかり。私たちはこ

うした⽅々に、より幸せになっていただくための仕事をしているのです。」という⾔葉です。当社グループが開発・販売

するマンションの購⼊を検討している⽅の多くは、結婚、出産、お⼦様の進学や就職など、⼈⽣の転換期を迎え前向きに

住宅の購⼊を考えている⽅々であり、各従業員がお客さまのより幸せな未来をサポートしようという自覚を持って業務に

当たっていることがよく分かりました。⼀⽅で、営業担当者の転勤頻度や、事務作業の繁雑さ、労働時間など会社として

対応すべき現場の抱える課題も⾒えてきました。

こうした課題の解決策の⼀つとして、DX推進によるデジタル化が考えられます。従業員の負担軽減だけでなく、当社全

体の業務効率化、環境への負荷軽減にも効果をもたらします。しかし、マンションの販売においては、モデルルームの設

置や紙のパンフレット・チラシなどが重要な役割を果たしています。したがって、当社がデジタル化を進めるにあたって

は、どの程度の領域でデジタル化が可能かを慎重に検討する必要があります。

当社は2021年5⽉に発表した中期経営計画でも「DX」「ESG」といった重要施策を掲げ、事業を通じて社会課題の解決

とSDGs達成に貢献し、さまざまなステークホルダーや社会からの信頼を得て、永続的な企業の発展を目指しています。

そのための取り組みを私は⾼く評価し、今後も当社グループのさらなる成⻑とサステナビリティへの貢献を期待しています。
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本Webサイトは、持続可能な社会の構築のため当社グループが果たすべき責任・取り組みについて、ステークホルダーの皆さまにご理

解いただくとともに、社内外とのコミュニケーションを図ることを目的としています。当社グループでは、サステナビリティの取り組

みを深化させ、より具体的に社会への価値提供につなげるため、中⻑期にわたって取り組むべき4つのサステナビリティ重要テーマを

策定しました。これに基づき、さまざまな社会課題の解決に向け、事業活動を通じた新たな価値を創造していきます。

今後もタイムリーかつ透明性の⾼い情報開⽰に努めていきます。ぜひ、皆さまからのご意⾒・ご感想をお寄せいただければ幸いです。

本Webサイトは、2023年3⽉末時点のデータに基づいて作成されています。本Webサイトに記載された意⾒や予測などは資料作成時

点での当社の判断であり、その情報の正確性・完全性について保証を約束するものではありません。

2022年度（2022年4⽉1⽇〜2023年3⽉31⽇）を報告対象期間としていますが、⼀部当該年度以外の内容も掲載しています。

MIRARTHホールディングスグループ9社

E d i t o r i a l  P o l i c y
編集⽅針

サステナビリティサイト編集⽅針

免責事項

対象期間

対象範囲
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〒100-0005

東京都千代⽥区丸の内1-8-2鉃鋼ビルディング16階

MIRARTHホールディングス株式会社

※ 2022年10⽉1⽇付で、株式会社タカラレーベンより商号変更

グループ経営企画部

03-6551-2125

お問い合わせ先
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